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新保育所保育指針について
○ 第1章～第7章で構成、保育所における保育の内容を定める
○ 厚生労働大臣告示（平成20年3月28日公布）

第１章 総則

第２章 子どもの発達

第３章 保育の内容

第６章 保護者に対する支援

第４章 保育の計画及び評価

第５章 健康及び安全第７章 職員の資質向上

１．趣旨
２．保育所の役割
３．保育の原理
４．保育所の社会的責任

１．乳幼児期の発達の特性
２．発達過程

１．保育のねらい及び内容
２．保育の実施上の配慮事項

１．保育の計画
２．保育の内容等の自己評価

１．子どもの健康支援
２．環境及び衛生管理並びに

安全管理
３．食育の推進
４．健康及び安全の実施体制等

１．保育所における保護者に対する
支援の基本

２．保育所に入所している子どもの
保護者に対する支援

３．地域における子育て支援

１．職員の資質向上に関する
基本事項

２．施設長の責務
３．職員の研修等

保育所保育指針の基本となる考え方と全体像を
示す（２章以下の根幹を成す）

保育士等が子どもの発達及び生
活の連続性に配慮して保育する
ため、乳幼児期の発達の特性や
発達過程について示す

乳幼児期の子どもが身につけることが望まれる
心情、意欲、態度などの事項及び保育士等が行
わなければならない事項等、保育所における保
育の内容を示す

計画に基づいた保育の実施のた
め、「保育課程」及び「指導計画」を
明確化するとともに、保育の質の
向上の観点から、保育所や保育士
等の自己評価について示す

子どもの生命の保持と健やかな生
活の基本となる健康及び安全の確
保のため、保育所において留意しな
ければならない事項について示す

保護者支援の原則や基本を踏まえ、保育所の
特性を生かした入所児の保護者への支援及び
地域の子育て支援について示す

質の高い保育を展開するために
必要となる職員の資質向上につ
いて、施設長の責務を明確化す
るとともに研修等について示す
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＊児童福祉法 第１８条の４保 育 士

＊児童福祉法 第18条の18第1項登 録 （各都道府県単位）
（登録者数 ９５０，１２０人：Ｈ２１．３．３１現在）

＊児童福祉法 第18条の6第2号保育士試験
（ ）指定保育士養成施設 各都道府県,指定試験機関委託 ＊児童福祉法 第18条の9）

＊児童福祉法第18条の6第1号
（保 育 士 試 験 受 験 資 格）

【Ｈ２１．４．１現在】
児童福祉施設 児童福祉施設大学、短大

を卒業（見込（大 学：２１３か所）
実務経験２年 実務経験５年み者を含む）

又２年以上在（短期大学：２６３か所）
学し、62単位

以上取得者等（専修学校：１０３か所）

（施 設： ４か所）

高等学校卒業者、もしくはそれと同等の資格を有する者等

中学校
卒業者

保育士資格取得方法



介護福祉士の資格取得方法（現行）

平成２１年２月末現在

介護福祉士の資格（登録）

（７２９，７００人）

養成施設 養成施設 介護福祉士国家試験

487,932人（２～４年課程） （１年課程）

［446］ ［62］ ( )実技試験 免除

221,066人 20,103人 実 技 試 験

筆 記 試 験

・福祉系大学等

・社会福祉士養成施設等

・保育士養成所等

介 護 技 術 講 習

選 択

福祉系高等学校において厚生労働大臣

介護等の業務経験が 年以上ある者 が定める科目を履修して卒業した者高 校 卒 業 者 等 3

(参考)

平成19年４月１日現在）221校（

第39条第１号 第39条第２号、第３号 第39条第４号 第39条第４号

第40条第２項 第40条第２項

第１号 第２号

注．［ ］内の数字は、平成２０年４月１日現在の課程数である。
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